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４ 論文の概要 
  
本論文は、共犯の一形態である教唆犯の理論構造について、言語行為論や規範論などの
基礎理論を用いて、さらに比較法的な観点から、主としてドイツ刑法学の理論的成果を批
判的に摂取しつつ展開したものである。その概要は、あらまし以下のとおりである。 
第 1 章では、わが国の刑法における教唆犯の基本的性格をいかに捉えるか、そのために
はそもそもいかなるアプローチが必要であるかという観点から、学位請求者（以下筆者と
いう）は教唆犯論の考察を始める。 
この点について、筆者によれば、教唆は、そもそもその典型的事案においては他者に対
して言語による指示を与えて犯罪の遂行を実現させるような行為であるから、他者に一定
の決意を生ぜしめるような言語に関する理論の考察が必要かつ有効なものとなる、と主張
される。こうした問題意識から、当該研究テーマにとっては、とりわけ言語行為論に基づ
くアプローチの重要性が指摘されることになる。また、教唆犯は刑法 61条に規定されてお
り、その法律要件並びに法律効果を解釈する際にも、当該規定の趣旨などの語用論的要素
を重視する意味理論（意味の使用説、語用論的意味理論）に依拠すべきことが指摘される。 
 第 2章では、「教唆行為」を具体的にどのようなものとして理解するかという問題につい
て、とりわけドイツ刑法学における議論を参照しつつ、検討を加える。筆者は、この点に
つき教唆行為を単に「犯行決意の喚起」としたり、因果的な寄与に尽きるものとして理解
したりする見解を批判しつつ、言語行為論に基づいて教唆行為そのものの基本的な性格を
「他者に対する指令性」の点にあるとの主張が展開される。 
 第３章では、すでに犯行の決意を有している者については、教唆できないとする「二重
教唆否認の理論」について詳細な検討が試みられる。筆者は、とりわけアメリカの哲学者、
ジョン・サールの見解、つまり「事前的意図」と「行為内意図」とを区別する見解に依拠
して、「犯行の決意」と「真正の故意」との区別の必要性を強調する。そして、犯行決意そ
れ自体は、せいぜい予備段階での故意に匹敵するにすぎない、との見解が展開される。 
第 4章では、共犯の処罰根拠論における通説として展開されている「惹起説」について、
その正当性を認めつつ、狭義の共犯の行動態様の違いから、筆者は、幇助犯とは区別され
た教唆犯固有の処罰根拠並びに教唆規範の構造についての考察が必要不可欠であると指摘
する。 
こうした観点から、第一に、「教唆行動規範」に対する違反（教唆不法）が教唆犯の処罰
根拠になるとする帰結が導き出され、次に、教唆犯における正犯への心理的因果性の問題
は、「教唆制裁規範」発動の要件に関わる「可罰性」の問題として捉えられることになる。 
第 5 章では、わが国ではほとんど主題的には検討されていない「拡大教唆」と称される
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事例についての検討が試みられている。そこでは、すでに一定の犯行を決意している正犯
者に対して、教唆者がより重大な犯罪の決意を生じさせたような事例が問題とされること
になるのである。このような事案においては、教唆者は犯行の全体について罪責を問われ
ることになるのか、それともその加重部分・余剰部分についてのみ罪責を負うことになる
のかが問題となる。 
この論点につき筆者は、刑法 61条 1項の「人を教唆して犯罪を実行させた」という規定
の趣旨から、当該事案についても教唆者は犯罪を教唆して実行させるものであり、その一
部を決意させるものではないとして、その余剰部分がそれ自体として犯罪となるのであれ
ば、その点につき教唆を認めるべきであると主張する。 
第６章では、拡大教唆の逆転事例としての「縮小教唆」が検討される。つまり、重大な
犯罪の決意をしている正犯者に対してより軽い犯罪の教唆をする者の罪責が、問われるこ
とになる。 
この問題については、わが国でもドイツでも現時点では十分な検討がなされてはいない。
筆者は、当該事例をさらに類型化し、背後者である教唆者の罪責が否認されることになる
ような主要な論拠を逐一取り上げて考察する。例えばいわゆる客観的帰属論において議論
されている危険減少論拠などを取り上げ、検討を加えるが、この論拠自体に十分な説得力
がないことが、そこにおいて示されることになる。その結果、むしろ縮小教唆事例におい
ても教唆犯が成立する余地がありうることが示唆されることになる。 
第 7 章では、教唆犯と錯誤をめぐる論争的な問題が主題的に検討される。具体的には、
ローゼ・ロザール事件、農場相続人事件、自動車爆弾事例などが検討対象とされる。そこ
では、教唆行為への教唆結果の帰属と教唆結果の教唆故意への帰属とを区別するアプロー
チが採用される。そして、行動規範に関わる「故意」阻却の問題と、制裁規範に関わる「故
意処罰」の阻却の問題が区別されるべきであるとの提案がなされている。 
  
５ 論文の特質（または研究の特質） 
 
 学位請求論文の主要な特質を挙げれば、以下のとおりである。 
 第一に、本論文は、教唆犯の理論構造とその諸論点について、言語行為論や規範論など
の基礎理論に依拠した方法を駆使してその主要問題の解明を試みたという点に何よりもそ
の特質を認めることができる。 
第二に、ドイツ刑法学における共犯論、とりわけ教唆犯論に関する近時の主要文献を詳
細に検討し、具体的な事例について批判的分析を試みることによって自らの見解を構築し
ているという点にもその特質を認めることができるであろう。 
ところで、わが国の共犯論においては、いわゆる「共謀共同正犯の理論」なるものが、
その当否はともあれ、判例において認知されている。その結果、いわゆる実行行為を遂行
しない、背後にいる共犯者についても、教唆犯ではなく共同正犯が適用されてしまうよう
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なことが多く、教唆犯適用についての実際的必要性が乏しいため、共同正犯や間接正犯に
比べて、教唆犯の学問的な探究も十分ではない、という傾向が認められる。 
しかしながら、教唆犯は、刑法 61条に記載された正統なる犯罪の関与形態であって、古
今東西を問わず、認められてきた古典的な犯罪の関与形態でもある。また、人間の行為と
いうものを考えた場合に、名誉棄損罪、侮辱罪、脅迫罪などのように、主として言語行為
そのものによって遂行される犯罪なども刑法典に規定されているが、教唆犯という関与形
式においてはまさに犯罪の実行を唆すという発話行為が主題化されるため、言語行為論の
視点からのアプローチは、有効であり、今後一層重要なものとなるであろう。 
例えば自殺教唆なども典型的な言語行為による犯罪であるが、「あいつを殺せ」という他
者に対する殺人教唆の発話においても、当の言語行為者である教唆者は被害者の身体に指
一本触れることなく、殺人を実現させることもできるという点にこそ教唆行為の特殊な危
険性を認めることができるのである。 
一方、立法者は刑法典において「人を殺した者は、死刑又は無期若しくは 5 年以上の懲
役に処する」と規定して、人の殺害を「禁止する」という「言語行為」を遂行しているの
である。つまり、そこでは、まさに言語行為としての禁止（規範）によって犯罪の遂行を
阻止することが目標とされているのである。こうして言語行為論も規範論も、刑法理論を
構築する上で重要な理論的支柱となり得るものと思われる。本論文においても、こうした
視点から教唆犯論が考察されているのである。 
 
６ 論文の評価（または研究の評価） 
本論文は、教唆犯の処罰根拠と可罰性の限界にかかわる基本的問題を考察するものであ
るが、ドイツ刑法学を中心にした比較法的な論究を基礎にして、これまで十分な解明がな
されてこなかった主要な論点について、論理的に一貫した解釈論的帰結を提示するものと
なっている。具体的には、教唆規範の構造分析、教唆行為の構造、教唆行為と教唆結果と
の関係性、正犯と教唆犯との関係性、教唆犯における錯誤などの問題について丹念な考察
を試み、教唆行為を言語行為として捉えることを通してその特質と輪郭を明晰化した点に
ついては、高く評価できるであろう。 
 加えて、以上の問題について探究するためには、刑法の基礎理論に関する深い洞察が必
要不可欠であるが、学位請求者は、刑法研究者として要求される基礎理論の理解について
も高い水準に達しており、本論文では独自の見解を構築し、随所で説得的な理論を展開し
ている。 
 もっとも、犯罪の関与形態としての教唆犯についてのより深い洞察に達するためには、
共同正犯や間接正犯など、他の犯罪関与形態との比較を通じてその異動を明確化すること
が必要であろう。その際に、とりわけわが国の判例や学説の詳細な検討が肝要であると思
われる。しかし、その点についての論述が本論文においては若干不十分である、とも指摘
できるであろう。また、「実行の着手と未遂犯成立時期」のような教唆犯に関わる固有の主
6 
 
要な論点が主題的に論述されておらず、こうした古典的課題についての論究が残されたま
まになっている、ということも指摘しておきたい。 
とはいえ、こうした問題点は、本研究の価値を少しも損ねるものではない。学位請求者
の刑法研究者としての力量は、本論文のなかに十分に示されており、残された課題につい
ても引き続き検討がなされ、優れた成果を上げることが大いに期待される。このような点
を含めて総合的に判断すれば、本論文は、博士（法学）の学位を授与するにふさわしい論
文である、といえよう。            
 
７ 判定 
  本学位請求論文は、法学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたもの
であり、本学学位規程の手続きに従い、審査委員全員による所定の審査及び最終試験に
合格したので、博士（法学）の学位を授与するに値するものとする。 
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